
福祉避難所における福祉機器等の供給協力に関する協定書 

 

（目的） 

第１条 この協定は、伊達市（以下「甲」という。）と、株式会社同仁社（以下

「乙」という。）が、災害発生時の福祉避難所において、要援護者が支障なく避

難生活を送ることが出来るよう、福祉機器等の供給等の協力に関して必要な事

項を定めるものとする。 

 

（要請） 

第２条 甲は、福祉避難所を開設し、要援護者への福祉機器等の必要が生じた

場合には、乙に対し福祉機器等の供給について要請するものとする。 

２ 乙は、甲からの要請に可能な限り応じるように努めるものとする。 

 

（手続き等） 

第３条 甲は、福祉機器の供給等について、乙に協力を要請する場合は、あら

かじめ電話等で確認のうえ、書面で行うものとする。 

 ただし、緊急を要する場合は、この限りでない。 

 

（引渡し） 

第４条 福祉機器等の引渡し場所は、甲乙協議のうえ定めるものとし、当該場

所において、甲が物資を確認のうえ引き取るものとする。 

 

（報告） 

第５条 乙は、供給協力を実施したときは、電話等で報告のうえ、書面で行う

ものとする。 

 

（経費の負担） 

第６条 甲は、乙に対し、福祉避難所における福祉機器等の供給に要した経費

について、所要の実費を負担するものとする。 

 

（福祉機器の価格） 

第７条 乙が甲に供給した福祉機器等の価格は、災害発生時前における適正価

格を基準として、甲、乙協議のうえ決定するものとする。 

 

 



（損害の担保） 

第８条 この協定に基づく協力の実施にあたり損害が生じたときは、その賠償

の責について甲、乙協議して定める。 

 

（守秘義務） 

第９条 乙は、福祉避難所における要援護者への支援のための福祉機器等の供

給において知り得た情報を、甲以外の者に漏らしてはならない。 

 

（有効期限） 

第 10 条 この協定は、締結した日から平成２７年３月３１日までとする。ただ

し、有効期間満了日の前までに甲または乙から何らかの意思表示がないとき

は、この協定は更に１年延長されたものとみなし、以後この例による。 

 

（協議） 

第 11 条 この協定に定めない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙

協議して定めるものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を 

保有するものとする。 

 

 

  平成２５年１２月１９日 

 

（甲）所 在 地 福島県伊達市保原町字舟橋１８０番地 

 

      名    称 福島県伊達市 

 

      代表者職氏名 伊 達 市 長  仁志田 昇 司 

 

 

（乙）所 在 地 福島県伊達市岡沼２２番地 

 

      名    称 株式会社 同仁社 

 

      代表者職氏名 代表取締役  齋 藤  信 

 


